




種類株式の配当の状況

普通株式と権利関係の異なる種類株式に係る１株当たり配当金の内訳は以下のとおりです。

Ａ種優先株式

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

27年３月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00

28年３月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00

29年３月期（予想) ― 0.00 ― 0.00 0.00

※定款により、平成30年３月期まで配当は行わないこととなっております。
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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

① 当事業年度の経営成績

当事業年度におけるわが国経済は、政府による経済対策や日本銀行による金融緩和政策の効果に

より企業収益や雇用・所得環境の改善が見られ、緩やかな回復基調が続いております。しかしなが

ら、年明け以降の金融市場の混乱を受け、企業の設備投資や消費者マインドに足踏みが見られるほ

か、中国を始めとする海外経済の下振れが、わが国の景気を下押しする可能性もあり、先行きは不

透明な状況にあります。

　当社が属する不動産業界におきましては、事業用地取得競争の激化による用地費の上昇や建築資

材・労務費の高止まりによる販売価格の高騰により、一部では消費者需要が低迷するなど厳しい事

業環境にあります。一方でマイナス金利導入による住宅ローンの引き下げ効果を受けて、実需向け

の住宅分譲市場においては需要喚起が期待されるほか、資産運用型不動産については国内外投資家

の投資マインドの高さを背景とした更なる取引の活発化が期待されます。

　このような事業環境の中で、当社は、当期より開始した資産運用型マンション事業並びに資産運

用型アパート事業の開発用地取得を積極的に進め、たな卸資産の積み上げを図るとともに、開発用

不動産や新築マンションの販売を順調に進捗させ、売上高、当期純利益ともに前年を上回りまし

た。

この結果、当事業年度の売上高は96億27百万円（前期比4.3％増）となり、営業利益は６億66百万

円（前期比2.1％減）、経常利益は６億１百万円（前期比10.1％増）、当期純利益は５億50百万円

（前期比4.2％増）となりました。

セグメントの業績は以下のとおりであります。

　

（流動化事業）

当事業年度は、主に東京都、神奈川県において、他デベロッパーに対する開発用地及び収益物件

等の企画・販売を行ってまいりました。

　販売面におきましては、「下丸子プロジェクト」（東京都大田区）、「篠崎プロジェクト」（東

京都江戸川区）、「大久保プロジェクト」（東京都新宿区）、「両国プロジェクト」（東京都墨田

区）をはじめとする12件（前期比10件増）の引渡しを行いました。

　この結果、売上高は40億95百万円（前期比28.5％増）、営業利益は８億31百万円（前期比19.3％

減）となりました。

　

（マンション販売事業）

当事業年度は、東京都、埼玉県において、自社開発・買取再販を中心に事業を展開してまいりま

した。

　販売面におきましては、「ルネサンス大宮土呂」（埼玉県さいたま市）、「ルネサンス戸田公

園」（埼玉県戸田市）、「ルネサンス葛飾水元公園」（東京都葛飾区）の販売活動を進めるととも

に、自社開発物件である「堀切菖蒲園プロジェクト（38戸）」（東京都葛飾区）を一棟売却いたし

ました。

　この結果、新規２棟（前期比１棟増）の引渡しを開始し、販売戸数は113戸（前期比48戸増）と

なり、売上高は36億95百万円（前期比57.3％増）、営業利益は２億92百万円（前期は６百万円の営
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業利益）となりました。

（戸建販売事業）

当事業年度は、東京都、神奈川県、千葉県において戸建住宅及び資産運用型アパート等の開発・

販売を行ってまいりました。

　販売面におきましては、「ルネタウン南町田」（東京都町田市）、「ルネタウン瀬谷」（神奈川

県横浜市）、「ルネタウン市川真間」（千葉県市川市）のほか、資産運用型アパートである「ルネ

コート西大島」（東京都江東区）、「ルネコート京成高砂」（東京都葛飾区）、「ルネコート国立

矢川」（東京都国立市）など、宅地販売を含む全35棟（前期比62棟減）を販売いたしました。

　この結果、売上高は18億13百万円（前期比50.7％減）、営業利益は75百万円（前期比43.3％減）

となりました。

　

（その他）

当事業年度の売上高は23百万円（前期比37.4％増）、営業利益は14百万円（前期比13.8％増）と

なりました。

　

　②次期の業績見通し

今後の事業環境については、住宅ローン減税等の施策による住宅需要の下支え効果もあり不動産

市況は総じて底堅く維持するものと判断しております。

　不動産投資市場は、賃貸需要の伸びや金融緩和による国内外投資家等の資金調達環境が良好な背

景から、引き続き上昇傾向が続くと予想されております。当社が手掛ける資産運用型マンション及

び資産運用型アパート事業においても、旺盛な投資需要が見込まれることから、積極的な新規事業

用地の取得に注力してまいります。

　住宅分譲市場では、用地費の上昇や建築資材・労務費の高止まりによる販売価格の高騰もあり、

東京都心部では上昇幅が拡大し、首都圏近郊では上昇幅が縮小するなどエリアにより二極化傾向が

見られるようになりました。一次取得者向けのマンション及び戸建住宅の開発・販売事業について

はエリアの需給動向を慎重に見極めながら事業を推進してまいります。

　次年度の見通しにつきましては、売上高119億円（23.6％増）、営業利益８億10百万円(21.5％

増)、経常利益７億10百万円（18.0％増）、当期純利益７億円（27.2％増）を計画しております。
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（２）財政状態に関する分析

　①資産、負債及び純資産の状況

（流動資産）

当事業年度末における流動資産は、前期末と比べ18億89百万円増加（33.0％増）し、76億12百万

円となりました。主な増加要因は、現金及び預金が２億12百万円増加（前期末比8.4％増）し、販

売用不動産及び仕掛販売用不動産が合計で14億38百万円増加（前期末比46.3％増）したことによる

ものであります。

　

（固定資産）

当事業年度末における固定資産は、前期末と比べ69百万円増加（18.5％増）し、４億47百万円と

なりました。主な増加要因は、建設仮勘定85百万円の計上によるものであります。

　

（流動負債）

当事業年度末における流動負債は、前期末と比べ58百万円減少（2.1％減）し、27億57百万円とな

りました。主な減少要因は、１年内返済予定の長期借入金が２億71百万円増加（前期末比21.6％

増）し、前受金が１億90百万円増加した一方で、短期借入金が５億33百万円減少（前期末比41.9％

減）したことによるものであります。

　

（固定負債）

当事業年度末における固定負債は、前期末と比べ14億67百万円増加（258.5％増）し、20億34百万

円となりました。主な増加要因は、長期借入金が14億47百万円増加（前期末比295.6％増）したこ

とによるものであります。

　

（純資産）

当事業年度末における純資産合計は、前期末と比べ５億49百万円増加（20.2％増）し、32億67百

万円となりました。主な増加要因は、当期純利益５億50百万円の計上により利益剰余金が増加（前

期末比30.2％増）したことによるものであります。

　

　②キャッシュ・フローの状況

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前期末に比べ２億12百万

円増加し、27億45百万円となりました。

　当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、８億86百万円の資金の減少（前期は

32億53百万円の増加）となりました。これは主に、税引前当期純利益５億51百万円の計上がある一

方で、積極的に新規物件の取得を進め、前期末に比べ大幅な仕掛販売用不動産の積み上げを図った

結果、たな卸資産の増加が14億38百万円となったことによるものであります。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、86百万円の資金の減少（前期は38百

万円の増加）となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出85百万円によるものであ

ります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、11億85百万円の資金の増加（前期は

23億41百万円の減少）となりました。これは主に、借入金の増加によるものであります。

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

平成26年３月期 平成27年３月期 平成28年３月期

自己資本比率（％） 27.5 44.6 40.5

時価ベースの自己資本比率（％） 68.7 75.1 38.0

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 5.6 0.9 ―

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 3.4 16.3 ―

　
　(注) 各指標の算出方法は以下のとおりであります。なお、算出の結果、数値がマイナスとなる場合には「―」で表

示しております。

・自己資本比率：自己資本／総資産

・時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

・キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

・インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

※株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

※キャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローを利用しております。

※有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち、利息を支払っている全ての負債を対象としており

ます。
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（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、株主の皆様への利益還元を経営上の重要政策のひとつとして考えております。将来の事

業展開に必要な内部留保を確保しつつ、安定した配当を継続していくことを基本方針とし、各期の

業績や社会情勢を勘案して、利益配分を検討してまいります。

　しかしながら、平成28年３月期の期末配当金につきましては、内部留保を図り更なる財務体質の

強化と今後の事業活動に備えるため、誠に遺憾ではございますが、無配とさせていただきます。ま

た、平成29年３月期につきましても、上記理由から、配当を見送らせていただきたいと考えており

ます。

　当社といたしましては、より一層の強固な収益体質の確立を進めた上で、早期の配当の復活に努

めてまいります。

（４）事業等のリスク

①不動産市況の悪化

当社は、同業他社との競合が予想される優良な事業用地を早期に確保する観点から、事業用地の

取得のために売買契約を締結し、一定期間を設けた後に代金の支払い及び事業用地の引渡しを受け

ることがあります。当社は、物件の特性や需給環境等を見極めながら、事業計画を慎重に検討した

上で、事業用地の取得にかかる売買契約の締結を行っておりますが、当社が仕入代金の支払いを行

うまでの間に、景気動向、金融環境、新規物件の供給動向、不動産販売における需要及び価格の動

向、その他当社の事業環境等に急激な変動が生じた場合には、当該事業用地に係る事業採算性や当

社の財務状態等を考慮の上、当初の事業計画を変更し、当社が売買契約を解除し、当該事業用地の

取得を中止する場合があります。このような場合、当初の事業計画において想定した収益を得られ

ないほか、当社が支払った手付金の没収や違約金の支払いが生じる場合があり、当社の財政状態及

び経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。 また、事業用地の取得後においても、当社は、

販売価格帯等を慎重に検討した上で物件の販売を行っておりますが、事業計画にて決定した価格で

の販売が、需給バランスの悪化や価格競争の激化などにより予定通りに進まない場合には、当社の

経営成績に影響が出る可能性があるほか、販売が完了するまでは代金の回収もできないため、資金

繰り等にも悪影響が出る可能性があります。

　

②資金調達の金利変動と有利子負債への依存について

マンション開発事業においては、事業用地の確保及び建物の建設工事等には多額の資金を必要と

し、その大部分を金融機関等からの借入によって調達する予定です。当社は物件の特性や需給環境

等を見極めながら、事業採算性の観点から事業計画などを慎重に検討しておりますが、事業用地の

取得から顧客への引渡しまで概ね１年から３年程度の期間を要するため、事業用地の取得等に係る

資金調達により、有利子負債残高が増加する可能性があります。したがいまして、市中金利の動向

や当社の資金調達能力、並びに金融情勢などの変化によって、当社の経営成績及び資金繰りに影響

を及ぼす可能性があります。 また、マンション開発事業においては、建設工事等の進捗状況によ

っては、プロジェクトの期間が当初の予定より長くなる場合があり、かかる場合には、調達資金の

借換え又は返済期限の延長を要する場合があります。当社の財政状態及び経営成績により、返済期

限までに調達資金の借換え又は返済期限の延長が実施できない場合には、当社の経営成績及び資金

繰りに重大な悪影響を及ぼす可能性があります。
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③消費環境の変化

住宅取得に係る優遇税制の改正や、住宅ローンの金利動向等が、取得検討者の購入マインドに影

響を与える要因となる傾向があるため、その動向によっては、当社の経営成績が影響を受ける可能

性があります。

　

④天災・人災等による業績変動について

天災や事故などにより建築工事が遅延し、引渡し時期が四半期末もしくは期末を越えて遅延した

場合には、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 また、売上計上につ

いては、顧客への引渡しを基準として行っております。そのため、引渡し時期がある特定の時期に

偏ることによって、売上計上時期も偏る可能性があるほか、想定した売上計上が翌月以降や翌事業

年度にずれ込む場合があり、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　

⑤法的規制の強化

当社が事業活動を行っていくに際しては、宅地建物取引業法、建設業法、建築基準法、国土利用

計画法、都市計画法等の法律の規制を受けております。また、各地方公共団体単位においても、

「まちづくり条例」など、建物の建築に関する様々な規制を受けております。 これらの法的規制

が強化された場合、容積率・建ぺい率・高さ制限等の影響(建物の大きさへの影響)、斜線規制・日

影規制等の影響(建物の形状への影響)などにより、同じ面積の土地上に建設可能な建物のボリュー

ムが縮小することによる売上高の減少や、建物の構造が複雑化することによる建築コストの上昇な

どが考えられ、これらにより当社の経営成績は影響を受ける可能性があります。

　

⑥建築工事について

当社は、建築工事の発注にあたり建設会社の業績や事業実績、見積書等を慎重に検討し、信頼し

うる建設会社に発注を行い、また特定の会社に偏向しないように努めておりますが、建設会社の倒

産など不測の事態が生じ、建築工事の遅延等による引渡し時期の変動や追加費用が発生した場合に

は、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 また、施工完了後、建設会

社に倒産等の事態が発生した場合は、工事請負契約に基づき本来建設会社が負うべき瑕疵の補修責

任等が履行されず、当社に補修等の義務が発生するため、想定外の費用が発生し、当社の経営成績

に影響を及ぼす可能性があります。

　

⑦近隣住民との紛争及び反対運動

マンションの開発に際しては、建築基準法、都市計画法その他関係する法令および行政の指導要

綱等開発に必要な許認可を取得することに加えて、建設地の周辺環境に配慮し、周辺住民に対し説

明会を実施する等十分な対応を講じております。しかしながら、建設中の騒音、日照問題、環境問

題等を理由に、周辺住民による反対運動が発生する場合があり、その場合には計画の変更、工事期

間の延長、追加費用等が生じ、当社の財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。
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⑧事業用地の瑕疵について

当社は、個人・法人・地方公共団体等より事業用地を取得しており、仕入に際しては土壌汚染や

地中埋設物等について可能な限り事前に調査を行い、万一瑕疵が発見された場合の売主の瑕疵担保

責任については土地売買契約書上に明記しておりますが、取得後において土壌汚染等による瑕疵が

発覚した場合には、建築工事の工事延長や契約内容及び売主の責任能力の有無によっては対策費用

が追加発生するなど、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　

⑨保有する資産について

当社が保有している有価証券、販売用不動産、固定資産及びその他の資産について、時価の下落

等による減損又は評価損の計上によって、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があ

ります。 特に不動産価格については、金融機関の融資姿勢や景況感の良し悪しに伴う消費者マイ

ンドの変化等により、多大な影響を受けております。当社は、事業遂行上、販売用不動産を多く保

有しており、不動産価格等の下落が進行するなどにより、保有資産につき減損又は評価損の計上を

余儀なくされる場合には、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　

⑩優先株式

当社の発行したＡ種優先株式（以下「優先株式」）については、取得請求権が付与されており、

優先株主は優先株式の取得を当社に請求し、引換えに普通株式の取得を請求することが可能であり

ます。優先株式の取得請求期間は、平成30年４月１日以降平成40年３月31日までの10年間となって

おり、将来、優先株式の取得請求に伴い普通株式が交付された場合、当社の発行済普通株式数が増

加することとなり、結果として当社の株価に影響を及ぼす可能性があります。

　

⑪人材の確保及び育成

当社の今後の事業展開には優秀な人材の確保及び人材の育成が重要課題であると考えております。

そのために当社では、行動力に富む意欲ある明るい若手人材や、即戦力として活躍できる優秀な人

材の採用に努めております。また、新入社員研修や外部の専門機関が実施する各種研修等への参加

を推奨し、会社の将来を担う人材の育成に力を注いでおります。しかしながら、当社が想定してい

る以上の退職者があった場合や、事業展開に伴う人材確保・育成が順調に進まなかった場合には、

当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　

⑫個人情報の管理について

当社は事業の特性上多くの顧客情報等の個人情報を取り扱っております。個人情報の保護に関す

る法律に基づいてプライバシーポリシーを制定し、取得した個人情報については、個人情報を含む

各種書類管理の徹底、データアクセス権限の設定、外部進入防止システムの採用等を行い、その漏

洩防止に努めております。 しかしながら、個人情報の取り扱いに関して細心の注意をもってして

も、不測の事態により、万一、個人情報が外部へ流出、漏洩するような事態となった場合には、当

社の信用失墜、損害賠償の発生等、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性がありま

す。
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⑬当社の今後の資本政策について

当社を取り巻く事業環境の下において、より一層の強固な収益体質の確立を進めるためには、更

なる財務体質の強化を図ることが重要な経営課題であると考えており、今後も、株式・新株予約権

の発行、銀行借入等、財務基盤の安定化のために必要な資本政策について検討してまいります。

　当社がその状況に応じて必要とする資本政策を適時に実行できない場合には、当社の財政状態及

び経営成績に重大な影響を与える可能性があります。
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２．企業集団の状況

当社及び非連結子会社は、首都圏の１都３県における他デベロッパー向けの開発用地等の販売、マ

ンション・戸建住宅等の開発・販売を主な事業の内容としております。

当社及び非連結子会社の事業の内容及び事業に係る位置付けは次のとおりであり、セグメントと同

一の区分によっております。

　

流動化事業

主要な商品は、主に都心部における他デベロッパー向けの開発用地等であり

ます。また、収益物件等の企画販売を行っております。

当社が、情報収集、調査、企画、設計等を一貫して行うほか、事業推進に係

る附帯業務請負を行っております。

マンション販売事業

主要な商品は、自社開発、他社との共同事業方式及び買取再販等によるマン

ションであります。

当社が、情報収集、調査、企画、設計等を一貫して行うほか、事業推進に係

る附帯業務請負を行っております。

戸建販売事業

主要な商品は、東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県を中心エリアとする戸建

住宅、戸建住宅用地、資産運用型アパート等であります。

当社が、情報収集、調査、企画、施工、保守等を一貫して行い、コミュニテ

ィー創造をテーマに街づくりを展開しております。

その他

居住用・事業用不動産等を個人及び企業に対し賃貸しております。また、建

築請負事業、仲介事業、管理事業、不動産に関するコンサルティング事業等

を行っております。

事業の系統図は、次のとおりであります。

　

　

決算短信（宝印刷） 2016年05月09日 09時13分 13ページ（Tess 1.50(64) 20160126_01）



株式会社新日本建物(8893) 平成28年３月期 決算短信

― 11 ―

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

当社の経営理念における最も大切なキーワードは『変わること、変わらないこと』であります。

『変わること』とは、未来への戦略です。新しい暮らしの在り方、住まい方を、住む人の視点と

柔軟な発想で創造していくことが、社会のニーズに応えるために必要不可欠なことであると考え

ております。

そして『変わらないこと』とは、企業としての信念です。厳選志向型の消費社会へと環境が変化

してゆく中にあって、常に住む人々に満足していただける良質な住宅を供給し続けることが当社

及び当社が属する業界の社会的使命と捉えております。また、創業以来大切にしているのが『４

つの満足』です。「株主」「顧客」「取引先」「社員」といった主なステークホルダーの高い満

足を追求し実現することを目指しております。

この二つの理念を高い次元で融合し、お客様の夢を形にすることをコーポレートミッションとし

て、持続的な成長発展を目指しております。

（２）目標とする経営指標

最新の事業環境を勘案した各経営数値のほか、更なる財務体質の強化を図るべく自己資本比率の

向上にも注力してまいります。

（３）中長期的な会社の経営戦略

社会構造の変化や顧客ニーズの多様化といった不動産業界における課題に対処し、企業価値の向

上を図るべく以下の中長期的な経営戦略を掲げ、事業を推進してまいります。

　

＜中長期的な経営戦略＞

① コアビジネスへの集中

　 住居系オールラウンドプレイヤーとしての収益基盤の確立

② 企業価値向上を支える組織作り・人材の育成

　 中間層の人材強化と新たな事業領域を担う人材の育成

③ 経営基盤強化への継続的な取り組み

　 事業計画決定時の事業期間の遵守及び収益率確保の徹底

（４）会社の対処すべき課題

当社は、より一層の強固な収益体質の確立と財務体質の強化を図るべく、引き続き①流動化事業

及びマンション販売事業の積極展開、②戸建販売事業の強化、③財務基盤の安定化、④組織の合

理化とコスト削減に取り組んでまいります。

平成28年３月期（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）においては、営業利益、経常

利益及び当期純利益を計上し、５期連続で黒字計上を達成しております。セグメント損益につき

ましても、全セグメントにおいて黒字化を達成しております。

次年度以降においても、より一層の新規物件の取得を進め、新たなたな卸資産の積み上げを図り

収益の確保に努めるとともに、事業計画決定時の事業期間及び収益率を遵守し、キャッシュ創出

力の強化に努めてまいります。
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４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社は、海外からの資金調達がないことや外国人株主比率が低いこと、及び財務諸表の期間比較

可能性や企業間の比較可能性を考慮し、当面は日本基準を採用することとしております。なお、

国際会計基準の適用については、資金調達の状況や株主構成、国内同業他社の動向等を踏まえ、

適切に対応していく方針であります。
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５．財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(平成27年３月31日)

当事業年度
(平成28年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,532,648 2,745,425

売掛金 2,605 3,780

販売用不動産 ※1 1,897,825 ※1 329,154

仕掛販売用不動産 ※1 1,208,377 ※1 4,215,492

原材料及び貯蔵品 1,029 1,633

前渡金 49,200 55,250

前払費用 27,181 21,668

立替金 3,394 157,761

その他 1,628 82,379

貸倒引当金 △394 △20

流動資産合計 5,723,495 7,612,525

固定資産

有形固定資産

建物 ※1 148,218 ※1 148,218

減価償却累計額 △92,570 △96,006

建物（純額） 55,647 52,211

構築物 22,259 22,259

減価償却累計額 △17,170 △17,724

構築物（純額） 5,089 4,534

工具、器具及び備品 15,843 15,843

減価償却累計額 △12,627 △13,531

工具、器具及び備品（純額） 3,216 2,311

土地 ※1 110,008 ※1 110,008

建設仮勘定 - ※1 85,891

有形固定資産合計 173,961 254,957

無形固定資産

ソフトウエア 14,570 8,900

無形固定資産合計 14,570 8,900

投資その他の資産

投資有価証券 ※1 8,802 ※1 8,802

関係会社株式 30,000 30,000

その他の関係会社有価証券 0 0

出資金 15,510 15,610

破産更生債権等 10,488 7,940

差入保証金 ※1 134,128 ※1 120,261

その他 511 8,690

貸倒引当金 △10,488 △7,940

投資その他の資産合計 188,952 183,364

固定資産合計 377,484 447,222

資産合計 6,100,980 8,059,747
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(単位：千円)

前事業年度
(平成27年３月31日)

当事業年度
(平成28年３月31日)

負債の部

流動負債

工事未払金 72,920 155,985

短期借入金 ※1 1,271,700 ※1 738,600

1年内返済予定の長期借入金 ※1 1,256,032 ※1 1,527,700

未払金 9,117 8,437

未払費用 86,995 77,400

未払法人税等 13,465 1,831

前受金 4,957 195,714

預り金 11,350 14,030

賞与引当金 16,943 30,320

その他 72,174 7,441

流動負債合計 2,815,658 2,757,461

固定負債

長期借入金 ※1 489,555 ※1 1,936,800

退職給付引当金 53,056 56,278

役員退職慰労引当金 11,095 18,892

その他 13,868 22,717

固定負債合計 567,575 2,034,689

負債合計 3,383,233 4,792,150

純資産の部

株主資本

資本金 854,500 854,500

資本剰余金

資本準備金 40,983 40,983

資本剰余金合計 40,983 40,983

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 1,822,651 2,372,831

利益剰余金合計 1,822,651 2,372,831

自己株式 △388 △717

株主資本合計 2,717,746 3,267,597

純資産合計 2,717,746 3,267,597

負債純資産合計 6,100,980 8,059,747
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（２）損益計算書

(単位：千円)
前事業年度

(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

売上高

流動化販売高 3,188,056 4,095,143

マンション販売高 2,348,450 3,695,168

戸建販売高 3,677,140 1,813,889

その他 17,112 23,508

売上高合計 9,230,758 9,627,710

売上原価

流動化販売原価 2,022,256 3,101,407

マンション販売原価 1,927,162 3,045,349

戸建販売原価 3,194,440 1,512,233

その他 1,815 3,972

売上原価合計 ※1 7,145,675 ※1 7,662,964

売上総利益 2,085,083 1,964,746

販売費及び一般管理費

販売手数料 182,367 87,516

広告宣伝費 295,521 188,735

貸倒引当金繰入額 △407 △614

役員報酬 75,248 87,181

給料及び手当 311,919 322,994

賞与引当金繰入額 14,636 27,448

退職給付費用 10,423 12,141

役員退職慰労引当金繰入額 11,095 8,217

法定福利費 48,488 47,678

福利厚生費 10,991 9,380

交際費 52,572 74,408

支払手数料 80,464 86,843

賃借料 12,202 14,536

租税公課 99,316 117,750

地代家賃 45,839 50,962

減価償却費 13,585 12,887

その他 139,780 150,171

販売費及び一般管理費合計 1,404,046 1,298,240

営業利益 681,037 666,506

営業外収益

受取利息 397 1,538

受取配当金 726 465

受取地代家賃 84,472 16,004

違約金収入 232 2,500

償却債権取立益 - 11,000

その他 3,795 640

営業外収益合計 89,624 32,147

営業外費用

支払利息 206,308 95,720

その他 17,650 1,192

営業外費用合計 223,959 96,912

経常利益 546,702 601,741
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(単位：千円)
前事業年度

(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

特別利益

投資有価証券売却益 1,861 -

受取損害賠償金 35,000 -

特別利益合計 36,861 -

特別損失

工事補償損失 49,505 50,401

特別損失合計 49,505 50,401

税引前当期純利益 534,058 551,340

法人税、住民税及び事業税 6,220 1,161

法人税等合計 6,220 1,161

当期純利益 527,838 550,179
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（３）株主資本等変動計算書

　前事業年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当期首残高 854,500 40,983 40,983 1,294,813 1,294,813

当期変動額

当期純利益 527,838 527,838

自己株式の取得

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― ― 527,838 527,838

当期末残高 854,500 40,983 40,983 1,822,651 1,822,651

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算差額等

合計

当期首残高 △388 2,189,908 607 607 2,190,515

当期変動額

当期純利益 527,838 527,838

自己株式の取得 ― ―

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
△607 △607 △607

当期変動額合計 ― 527,838 △607 △607 527,231

当期末残高 △388 2,717,746 ― ― 2,717,746
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　当事業年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当期首残高 854,500 40,983 40,983 1,822,651 1,822,651

当期変動額

当期純利益 550,179 550,179

自己株式の取得

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― ― 550,179 550,179

当期末残高 854,500 40,983 40,983 2,372,831 2,372,831

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算差額等

合計

当期首残高 △388 2,717,746 ― ― 2,717,746

当期変動額

当期純利益 550,179 550,179

自己株式の取得 △328 △328 △328

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
―

当期変動額合計 △328 549,850 ― ― 549,850

当期末残高 △717 3,267,597 ― ― 3,267,597
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（４）キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前事業年度

(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 534,058 551,340

減価償却費 13,807 13,025

貸倒引当金の増減額（△は減少） △407 △614

退職給付引当金の増減額（△は減少） 744 3,222

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 11,095 7,797

受取利息及び受取配当金 △1,123 △2,003

支払利息 206,308 95,720

投資有価証券売却損益（△は益） △1,861 -

受取損害賠償金 △35,000 -

売上債権の増減額（△は増加） 1,511 △1,174

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,679,294 △1,438,444

前渡金の増減額（△は増加） 9,850 △6,050

仕入債務の増減額（△は減少） △116,382 83,064

前受金の増減額（△は減少） △1,837 190,756

預り金の増減額（△は減少） 2,099 2,680

その他 120,658 △294,118

小計 3,422,814 △794,798

利息及び配当金の受取額 1,123 2,003

利息の支払額 △199,745 △87,481

損害賠償金の受取額 35,000 -

法人税等の支払額 △5,361 △6,242

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,253,831 △886,518

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 - △85,891

無形固定資産の取得による支出 △5,205 -

関係会社株式の取得による支出 △10,000 -

投資有価証券の売却による収入 52,701 -

長期貸付金の回収による収入 240 240

その他 1,076 △536

投資活動によるキャッシュ・フロー 38,813 △86,187

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,304,100 △533,100

長期借入れによる収入 946,800 3,678,300

長期借入金の返済による支出 △1,984,632 △1,959,387

その他 - △328

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,341,932 1,185,483

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 950,712 212,777

現金及び現金同等物の期首残高 1,581,935 2,532,648

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 2,532,648 ※1 2,745,425
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（５）財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(重要な会計方針)

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

　

(2) その他有価証券

①時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）

②時価のないもの

移動平均法による原価法

　

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

販売用不動産及び仕掛販売用不動産

個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。

３．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法を採用

しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ８～50年

構築物 10～20年

工具、器具及び備品 ３～20年

　

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。

　

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

決算短信（宝印刷） 2016年05月09日 09時13分 23ページ（Tess 1.50(64) 20160126_01）



株式会社新日本建物(8893) 平成28年３月期 決算短信

― 21 ―

４．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与に充てるため、翌事業年度支給見込額のうち当事業年度負担額を計

上しております。

　

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務（自己都合退職による期末

要支給額の100％）の見込額に基づき計上しております。

(4) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上してお

ります。

５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日から３ヵ月以内に償還期限の到来する短期的な投資からなっておりま

す。

　

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式を採用しております。

なお、控除対象外消費税等は発生事業年度の期間費用としております。
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(貸借対照表関係)

※１ 担保に供している資産及び担保付債務

担保に供している資産

前事業年度
(平成27年３月31日)

当事業年度
(平成28年３月31日)

販売用不動産 1,849,134千円 255,901千円

仕掛販売用不動産 1,011,711千円 4,196,763千円

建物 41,481千円 40,045千円

土地 110,008千円 110,008千円

建設仮勘定 ― 千円 85,891千円

合計 3,012,335千円 4,688,610千円

担保付債務

前事業年度
(平成27年３月31日)

当事業年度
(平成28年３月31日)

短期借入金 1,271,700千円 738,600千円

１年内返済予定の長期借入金 1,081,000千円 1,527,700千円

長期借入金 276,000千円 1,936,800千円

合計 2,628,700千円 4,203,100千円

上記以外に担保に供している資産は、次のとおりであります。

前事業年度
(平成27年３月31日)

当事業年度
(平成28年３月31日)

信用保証会社に対する手付金等の保証

投資有価証券 5,000千円 5,000千円

差入保証金 69,300千円 69,300千円

住宅ローンの保証

差入保証金 5,501千円 5,037千円

　２ 保証債務

顧客の住宅ローン（提携ローン）について、金融機関の抵当権（根抵当権）設定登記終了までの

間、融資元の金融機関に対し顧客と連帯で保証しております。

前事業年度
(平成27年３月31日)

当事業年度
(平成28年３月31日)

顧客の住宅ローンに対する保証 74,700千円 56,100千円
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(損益計算書関係)

※１ 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額は、次のとおりでありま

す。

前事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

売上原価 115,176千円 9,530千円
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 99,573,086 ― ― 99,573,086

Ａ種優先株式(株) 599 ― ― 599

合計(株) 99,573,685 ― ― 99,573,685

２．自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 725 ― ― 725

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

　

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

該当事項はありません。

当事業年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 99,573,086 ― 79,658,469 19,914,617

Ａ種優先株式(株) 599 ― ― 599

合計(株) 99,573,685 ― 79,658,469 19,915,216

(注) １．当社は、平成27年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。

２．発行済株式の減少79,658,469株は、株式併合による減少であります。

２．自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 725 2,007 596 2,136

(注) １．当社は、平成27年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。

２．自己株式の増加2,007株のうち、単元未満株式の買取による増加は1,980株（株式併合前20株、株式併合後

1,960株）、株式併合に伴う端数株式の買取による増加は27株であります。

３．自己株式の減少596株は、株式併合による減少であります。

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
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４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

　

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

該当事項はありません。

(キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

現金及び預金 2,532,648千円 2,745,425千円

現金及び現金同等物 2,532,648千円 2,745,425千円

(持分法投資損益等)

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているも

のであります。

当社は、本社に事業本部を置き、事業本部は当社の取り扱う製品・サービスについて包括的な戦

略を立案し、事業活動を展開しております。

従って、当社は取り扱う製品・サービスの内容の別を基礎とした、製品・サービス別セグメント

から構成されており、「流動化事業」、「マンション販売事業」及び「戸建販売事業」の３つを報

告セグメントとしております。

「流動化事業」は、他デベロッパー向けの開発用地、収益物件等の企画・販売をしております。

「マンション販売事業」は、自社開発、他社との共同事業方式及び買取再販等によるマンションの

開発・販売をしております。「戸建販売事業」は、戸建住宅、戸建住宅用地、資産運用型アパート

等の開発・販売をしております。

　

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と概ね同

一であります。

　

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

前事業年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

(単位：千円)

報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

財務諸表

計上額

（注）３流動化事業
マンション

販売事業

戸建

販売事業
計

売上高

外部顧客への売上高 3,188,056 2,348,450 3,677,140 9,213,646 17,112 9,230,758 ― 9,230,758

セグメント間の内部

売上高又は振替高
― ― ― ― ― ― ― ―

計 3,188,056 2,348,450 3,677,140 9,213,646 17,112 9,230,758 ― 9,230,758

セグメント利益 1,029,807 6,763 133,753 1,170,324 13,052 1,183,376 △502,339 681,037

セグメント資産 1,337,985 2,517,716 1,853,870 5,709,572 59,933 5,769,506 331,473 6,100,980

その他の項目

減価償却費 ― 472 609 1,081 ― 1,081 12,725 13,807

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
― ― 1,905 1,905 ― 1,905 3,300 5,205

　
(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、賃貸事業、建築請負事業、仲介事

業、コンサルティング事業等を含んでおります。

２．調整額は、以下のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額△502,339千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、主に報

告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

(2) セグメント資産の調整額331,473千円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であり、主に報告
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セグメントに帰属しない投資有価証券及び差入保証金等であります。

(3) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額3,300千円は、主に全社システムの更新に係る費用等で

あります。

３．セグメント利益は、損益計算書の営業利益と調整を行っております。

当事業年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

(単位：千円)

報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

財務諸表

計上額

（注）３流動化事業
マンション

販売事業

戸建

販売事業
計

売上高

外部顧客への売上高 4,095,143 3,695,168 1,813,889 9,604,201 23,508 9,627,710 ― 9,627,710

セグメント間の内部

売上高又は振替高
― ― ― ― ― ― ― ―

計 4,095,143 3,695,168 1,813,889 9,604,201 23,508 9,627,710 ― 9,627,710

セグメント利益 831,512 292,183 75,784 1,199,480 14,849 1,214,330 △547,823 666,506

セグメント資産 2,459,462 3,164,274 1,965,517 7,589,254 147,833 7,737,088 322,659 8,059,747

その他の項目

減価償却費 ― 316 522 839 ― 839 12,186 13,025

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
― ― ― ― 85,891 85,891 ― 85,891

　
(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、賃貸事業、建築請負事業、仲介事

業、コンサルティング事業等を含んでおります。

２．調整額は、以下のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額△547,823千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、主に報

告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

(2) セグメント資産の調整額322,659千円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であり、主に報告

セグメントに帰属しない投資有価証券及び差入保証金等であります。

３．セグメント利益は、損益計算書の営業利益と調整を行っております。

【関連情報】

前事業年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

　

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。
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３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

アパホーム株式会社 3,178,051 流動化事業

　

当事業年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

　

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社アンビシャス 1,282,351 マンション販売事業

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

該当事項はありません。

　

当事業年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

該当事項はありません。

　

当事業年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前事業年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

該当事項はありません。

　

当事業年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

前事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

１株当たり純資産額 106.39円 134.02円

１株当たり当期純利益金額 26.51円 27.63円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

23.76円 24.26円

　
(注)１．当社は、平成27年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。

前事業年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。

２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。
　

項目
前事業年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

　当期純利益（千円） 527,838 550,179

　普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

　普通株式に係る当期純利益（千円） 527,838 550,179

　普通株式の期中平均株式数（千株） 19,914 19,913

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

　当期純利益調整額（千円） ― ―

　普通株式増加数（千株） 2,301 2,769

　 （うちＡ種優先株式）（千株） (2,301) (2,769)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式の概要

―

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

（平成27年３月31日）
当事業年度

（平成28年３月31日）

　純資産の部の合計額（千円） 2,717,746 3,267,597

　純資産の部の合計額から控除する金額（千円） 599,000 599,000

　 （うちＡ種優先株式（千円）） (599,000) (599,000)

　普通株式に係る期末の純資産額（千円） 2,118,746 2,668,597

　１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の
普通株式の数（千株）

19,914 19,912
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(重要な後発事象)

　当社は、平成28年５月９日開催の取締役会において、事業再生計画の一環として行った債務の

株式化により発行したＡ種優先株式の一部取得、及び当該取得を条件として会社法第178条の規

定に基づき当該優先株式の消却を行うことを決議いたしました。

　詳細につきましては、本日（平成28年５月９日）公表いたしました「Ａ種優先株式の取得（強

制償還）及び消却に関するお知らせ」をご参照ください。
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６．その他

（１）役員の異動

詳細につきましては、本日（平成28年５月９日）公表いたしました「役員人事内定のお知らせ」

をご参照ください。
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